様式第１号

平成　　年　　月　　日

　公益財団法人いわて産業振興センター

　　理事長　　　　　　　　　　　　様

所在地

名　称

代表者　　　　　　　　　　　　　　　印

平成　　年度三陸地域新事業展開推進支援事業「協創の場」参加申請書
　平成　年度において、三陸地域新事業展開推進支援事業「協創の場」の支援を受けたいので、別紙の関係書類を添えて応募します。

記

１　申請者の概要　別紙１のとおり

２　事業構想書　　別紙２のとおり
別紙１
申請者概要書
	企業名(商号又は法人名)
	

	代 表 者
	氏名
	

	事業所所在地等
	所在地
	

	
	電 話
	（　　　）　　　　
	FAX
	（　　　）　　　　

	事業担当者
	氏名
	

	
	所属先
	
	役職
	

	
	E-mail
	

	設立年月日(予定)
	　　　　　年　　月　　日
	決算期
	　　　　    月

	資 本 金(予定)
	　　　　　　　　　　　　千円
	

	年商
	
	

	従業員数(予定)
	人
	

	上記事業所における主たる事業内容(予定)
	

	※添付書類


	□決算書３期分


※創業予定者の方：予定を記載してください。年商、決算期については記載しなくて結構です。
別紙２

事　業　構　想　書
１　事業活動のテーマ

	


２　事業構想
	(1) 企業理念
（どのような想いから起業したのか、解決したい社会問題、あるいか応えたい顧客ニーズは何か）

	

	(1) 背景・今までの経緯
	

	(2) 事業内容
・技術・製品・商品・サービスの内容（どのような点に独自性や優位性があるか等、競合他社との比較をふまえて記載してください）
・技術や製品の将来性、応用性（どのような領域に応用できる可能性があるか）があれば記載してください。
・ターゲットのニーズとその把握方法等
・販売方法等（今まで工夫して取り組んだことがあれば、さらに書き加えてください）
	

	(３)目標
	【ビジョン】
【定量目標】


	
	目標達成時期
	

	
	付加価値額　
	直近時点　　　　　　　　千円

	
	
	目標達成年度　　　　　　千円

	(４)組織・運営体制


	

	(５)事業課題
現在認識している課題（全般的な経営上の課題、技術・製品・商品・サービスに内在する課題、販路開拓）の課題等）に加え、その課題への対応策（解決に必要な資源、支援）について、考えがあれば記載してください。
	


（3）　事業活動のスケジュール

　【向こう５年間の取組計画】※表内に取組予定時期を矢印で明示
	取組内容
（四半期）
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目

	
	Ⅰ
	Ⅱ
	Ⅲ
	Ⅳ
	Ⅰ
	Ⅱ
	Ⅲ
	Ⅳ
	Ⅰ
	Ⅱ
	Ⅲ
	Ⅳ
	Ⅰ
	Ⅱ
	Ⅲ
	Ⅳ
	Ⅰ
	Ⅱ
	Ⅲ
	Ⅳ

	①


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	②


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	③


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	④


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑤


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	目標

※具体的に


	
	
	
	
	


※事業計画に応じて行や列を書き足してください。Ex)３年間で目標を達成する場合には、３年分の計画で構いません。事業計画が長期にわたり、書ききれない場合には別紙で対応してください。

４　損益計画及び資金計画

（単位：千円）

	
	１年目
	２年目
	３年目
	算　定　基　準

※単価、数量、内訳、伸び率

	
	　　　年　　月～

　　　　年　　月
	　　　年　　月～

　　　　年　　月
	　　　年　　月～

　　　　年　　月
	

	損益計画
	売上高
	
	
	
	

	
	
	原材料費
	
	
	
	

	
	
	労務費
	
	
	
	

	
	
	減価償却費
	
	
	
	

	
	
	外注加工費
	
	
	
	

	
	
	その他経費
	
	
	
	

	
	売上原価
	
	
	
	

	
	売上総利益
	
	
	
	

	
	
	労務費（役員報酬含む）
	
	
	
	

	
	
	減価償却費
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	その他経費
	
	
	
	

	
	販売費及び一般管理費
	
	
	
	

	
	営業利益
	
	
	
	

	
	営業外損益
	
	
	
	

	
	経常利益
	
	
	
	

	従事者数（人）
	人
	人
	人
	

	付加価値額
	
	
	
	

	資金計画
	総事業費
	
	
	
	

	
	
	助成金等
	
	
	
	

	
	
	金融機関借入
	
	
	
	

	
	
	縁故借入
	
	
	
	

	
	
	自己資金
	
	
	
	

	
	資金調達額
	
	
	
	


※　経常利益は、営業利益から資金調達に係る財務活動に係る費用（支払利息、新株発行費等）を控除したものをいう。　

※　付加価値額は、営業利益、人件費及び減価償却費の合計額をいう。　　※事業計画に応じて行や列を書き足してください。資金計画が出来ていない方は記載不要です。
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